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価指標とすることができる。 
風方向の速度および加速度では，1σVB

2および 1σAB
2の 1σV

2

および 1σA
2 に占める割合が非常に小さいことがわかる。

そこで，1σVR および 1σAR の大小関係を確認すると，どちら

も荷重指針＜CFD＜風洞実験であり，3.3 節で示した 1σV

および 1σA の関係と一致していることが確認できる。よっ

て，風方向の速度および加速度の標準偏差には，共振成分

の影響の方が大きいことがわかる。続いて表 4(a)および

(b)から，風直交方向では，風方向の速度および加速度と

同様の理由から，全ての応答の標準偏差に対する応答の

共振成分の影響の方が大きいことがわかる。共振成分の

標準偏差の関係も，表 2(b)の風直交方向応答の標準偏差

と同様に CFD≒荷重指針＜風洞実験である。前述の応答

の PSD と風力の PSD の関係を考えると，風力の風方向速

度と加速度および風直交方向変位，速度，加速度への影響

に着目した風力評価のためには風力の共振成分の評価が

重要となるといえる。しかし，表 1 に示す風直交風力の

共振成分の標準偏差と風直交方向変位，速度，加速度は異

なる大小関係を示すため，風力の共振成分の標準偏差 1σFR

は風応答への影響に着目した風力評価に用いることはで

きず，別の評価指標が必要である。 
 

4. 結論 
本報その 1 では，1 次モーダル風力の準静的成分および

共振成分に着目し，風力特性が風応答に与える影響を分

析した。以下にまとめを示す。 
 風方向風力の準静的成分は風方向変位応答（標準偏差）

に影響し，風方向風力の準静的成分の標準偏差は風方向

変位への影響に着目した風力の評価指標として用いる

ことができる。 
 風力の共振成分は風方向の速度および加速度応答（標準

偏差）および風直交方向の変位，速度および加速度応答

（標準偏差）に影響するため，風方向速度および加速度

と風直交方向変位，速度および加速度に着目した風力の

評価には共振成分の評価が重要となる。 
本報その 2 では風応答への影響に着目した風力の共振成

分の評価指標の構築方法および検証を示す。 
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表 3 風方向応答の各成分の標準偏差 

(a) 準静的成分 
 変位 1σDB 速度 1σVB 加速度 1σAB 

風洞実験 78.4 
(21.0%) 

14.4 
(0.6%) 

5.7 
(0.1%) 

CFD 132.6 
(50.2%) 

18.9 
(1.5%) 

5.2 
(0.1%) 

荷重指針 56.5 
(29.1%) 

10.3 
(0.9%) 

3.0 
(0.1%) 

(b) 共振成分 
 変位 1σDR 速度 1σVR 加速度 1σAR 

風洞実験 152.2 
(79.0%) 

185.5 
(99.4%) 

234.1 
(99.9%) 

CFD 132.2 
(49.8%) 

157.8 
(98.5%) 

196.5 
(99.9%) 

荷重指針 88.3 
(70.9%) 

105.8 
(99.1%) 

131.8 
(99.9%) 

＊青字は荷重指針の値より大きい値，赤字は荷重指針の

値より小さい値を表す 
 

表 4 風直交方向応答の各成分の標準偏差 
(a) 準静的成分 

 変位 1σDB 速度 1σVB 加速度 1σAB 

風洞実験 44.7 
(0.7%) 

13.0 
(0.03%) 

13.9 
(0.03%) 

CFD 58.6 
(2.6%) 

16.3 
(0.2%) 

8.9 
(0.03%) 

荷重指針 23.1 
(0.3%) 

7.3 
(0.02%) 

2.6 
(0.002%) 

(b) 共振成分 
 変位 1σDR 速度 1σVR 加速度 1σAR 

風洞実験 538.9 
(99.3%) 

657.7 
(99.97%) 

816.0 
(99.97%) 

CFD 359.3 
(97.4%) 

418.7 
(99.8%) 

508.2 
(99.97%) 

荷重指針 376.6 
(99.7%) 

444.9 
(99.97%) 

543.8 
(99.998%) 

＊青字は荷重指針の値より大きい値，赤字は荷重指針の

値より小さい値を表す 
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超高層建物の応答に対する風力の影響評価指標 

その 2  評価指標の構築方法および検証 
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＊３
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 〃 畔上泰彦
＊３

 
時刻歴応答解析 1次モード パワースペクトル密度 〃    今野大輔

＊３

  

1. はじめに 
本報の目的は時刻歴応答解析を用いた超高層建物の風

応答評価において，作用する風力はどのような応答を算

出するのかを解析前に評価することが重要となること，

現状の一般化風力のパワースペクトル密度（以下，PSD）

の評価は定性的なものであることを背景に，応答への風

力の影響を定量的に評価できる指標を提案することであ

る。本報その 1 では，1 次モーダル風力の準静的成分およ

び共振成分 1),2)に着目し，風力特性が風応答に与える影響

を分析した。本報その 2 では風力の影響評価指標の構築

および検証を行う。 
 

2. 風力の共振成分の評価指標の提案 
2.1 評価指標の提案 

図 1(a)，(b)に風方向および風直交方向の荷重指針によ

る風力の PSD をそれぞれ示す。建物および風力の概要は

本報その 1 を参照されたい。本報では共振成分 1),2)のみに

注目するため，図は共振成分に該当する，境界振動数 fb（= 
1 f / 3，1 f：対象建物の 1 次固有振動数）1),2)以降を拡大し

て示す。図 1 から，1 f を中心として考えると，風方向で

は低振動数側に向けて PSD の値が増加していくことがわ

かる。風直交方向では低振動数側に向けてある振動数ま

では増加していくが，その後は減少することがわかる。 
図 1 に示すように風力の PSD における fb から 1 f の範

囲の分散を σFR1
2，1 f 以降の分散を σFR2

2 とする。σFR1
2 およ

び σFR2
2 はそれぞれ以下の式となる。 

 σFR1
2 = ∫ 1SF( f )∙d f

1 f

f b
 (1) 

 σFR2
2 = ∫ 1SF( f )∙d f

∞

1 f
 (2) 

ここで，σFR2
2 に対する σFR1

2 の比 αFR を次式で定義する。 

αFR =  σFR1
2

σFR2
2 (3) 

この αFR は，1 f より高振動数域を基準にしたときの，PSD

の共振成分に対する 1 f より低振動数域の影響を意味す

る。本モデルにおいて，αFR は風方向では 5.7，風直交方向

では 9.6 であった。 
 

(a) 風方向 (b) 風直交方向 
図 1 荷重指針による風力の PSD（共振成分） 

 
図 2 に式(4)で表される検討モデルでの機械的アドミッ

タンス|1χ( f )|2 を示す。|1χ( f )|2 は次式で表される。 

|1χ( f )|2 = 
1

1K 2 [{1 - ( f
1 f)

2
}

2

 + 41ξ f2 ( f
1 f)

2
]
 

(4) 

風力の PSD と同様に共振成分のみに注目するため，図

は共振成分に該当する，境界振動数 fb 以降を拡大して示

す。図 2 より，1 f を中心として考えると，共振成分に該

当する部分の|1χ( f )|2 は低振動数側にも高振動数側にも減

少していくことがわかる。|1χ( f )|2 における fb から 1 f の範

囲の面積を ZR1，1 f 以降の面積を ZR2 とすると，ZR1 および

ZR2 はそれぞれ以下の式となる。 

 ZR1 = ∫ |1χ( f )|2∙d f
1 f

f b
 (5) 

 ZR2 = ∫ |1χ( f )|2∙d f
∞

1 f
 (6) 

ここで，ZR2 に対する ZR1 の比 βχR を次式で定義する。 

βχR =  ZR1

ZR2
 (7) 

この βχR は|1χ( f )|2 において，先ほどの αFR と同様の意味を 
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持つ。検討モデルにおいて，βχR はおよそ 1.0 であった。

応答の共振成分の PSD は，|1χ( f )|2 のピークの近傍である

ため，風力の PSD ではなく，|1χ( f )|2 に近い形状となる（図

2）。この αFR と βχR に大きく差があることが 章で述べた

応答の共振成分の大小関係と風力の共振成分の大小関係

が異なる原因であることが考えられる。そこで，風力より

求められる σFR1
2 に対象建物の振動特性の影響を考慮する

ことで，風力の評価ができると考える。具体的には，αFR

（σFR1
2 / σFR2

2）が βχR に近い値となるような補正を σFR1
2 に

かけた指標1σFR
' （式(8)）を提案する。 

1σFR
'  =  √βχR

αFR
σFR1

2 + σFR2
2 (8) 

しかし，αFR は 1 f によって積分範囲が変化することか

ら，1 f に依存する値であることが予想される。βχR も 1 f に
よって積分範囲が変化することに加え，|1χ( f )|2 が 1 f と 1ξ 
f の関数であることから，1 f と 1ξ f に依存することが予

想できる。そこで，次節にて αFR および βχR の 1 f や 1ξ f に
よる変化を確認する。 
2.2 αFRの 1次固有振動数による変化 

図 3(a)，(b)に風方向および風直交方向における，αFR（式

(3)）の 1 f による変化をそれぞれ示す。横軸は，1 f を代表

幅 B と設計用風速 UH で無次元化した無次元振動数 1 f *
（式(10)）とする。1 f は 1 / 1 f（= 1Tf）が 1~10 s までの範

囲で，1Tf が 0.1 s 刻みとなるようにした。なお，αFR に風

方向を表す d，風直交方向を表す l の添え字を加える。図

3 (a)から，風方向における αFRd は 1 f *の増加に伴って増加

していき，その増加量は徐々に緩やかになっていくこと

が確認できる。以上から，αFRd は対数近似により，以下の

式で表すことができる。 
 αFRd = 3.95In(1 f *)+13.61 (9) 

ここで，1 f *は次式で表す。 

1 f * = 1 f∙B
UH

 (10) 

続いて図 3 (b)から，風直交方向における αFRl は 1 f *の
増加に伴って増加していくが，1 f *がおよそ 0.24 から，

αFRl は減少していく。これは，1 f の増加によって fb（= 1 f 
/3）が風力の PSD のピーク付近を越えるためである。よ

って，1 f * = 0.24 を境として，式(11)で風直交方向の αFRl

を与える。 

 αFRl =

{
 
 
 
 -9765.4(1 f *)3 + 4904.5(1 f *)2 - 556.01 f *+ 18.5

 ・・・1 f * ＜ 0.24
-745.0(1 f *)3  + 1260.4(1 f *)2 - 709.71 f *+ 143.4

・・・1 f * ≧ 0.24

 (11) 

2.3 βχRの 1次固有振動数および 1次減衰定数による変化 
図 4 に 1 f および 1 次減衰定数 1ξ f による βχR（式(7)）の

変化を示す。βχR はその逆数が 1~6 s, 8 s, 10 s となるよう

な 8 通りの 1 f かつ，それぞれ 0.01 から 0.1 までの 10 通

りの 1ξ f を組み合わせた計 80 通りの|1χ( f )|2 から算出し

た。図 4 に示すように，1 f による βχR の変化はほぼなかっ

た。よって，βχR への 1 f による影響はほとんどないと考え

られ，βχR を 1ξ f のみの関数として線形近似した次式を提

案する。 
βχR = 3.311ξf + 1.04 (12) 

 
3. 評価指標およびその適用範囲の検証 
3.1 評価指標検証の概要 

本章では 2 章で提案した指標（以下，提案指標）の検証

を行う。検証は風洞実験および CFD から算出した評価指

標 1σFR
' と荷重指針の 1σFR

' の大小関係と風洞実験および

CFD の風力による応答の標準偏差と荷重指針による応答

の標準偏差の大小関係を比較することで行う。算出方法

は次節で述べる。1σFR
' が風力の共振成分の応答への影響を

定量的に評価できる指標であり，風応答への影響に着目

した風力の評価指標として有用であるならば，1σFR
' と応答

の大小関係は一致する。つまり，1σFR
' が大きければ大きい

ほど，応答も大きくなる 
以下に評価指標の算出方法についてまとめる。なお，

1σFR
' （式(8)）に風方向を表す d，風直交方向を表す l の添

え字を加える。まず，対象建物の 1 次固有振動数 1 f ，1
次減衰定数 1ξ f および 1 次固有モード 1Φfi が既知であると

する。 
(1) 評価する層風力の時刻歴から 1 次固有モード 1Φfi を用

いて，1 次モードの風力の PSD を作成する。 
(2) 風方向であれば式(9)，風直交方向であれば式(11)を用

いて，αFR を算出する。 

  

 

図 2 機械的アドミッタンス 
（1f = 0.2，1ξf = 0.02） 

(a) 風方向                     (b) 風直交方向 
図 3 αの振動数による変化 

図 4 1f および 1ξ f による 
βの変化 

式(12) 

― 470―
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持つ。検討モデルにおいて，βχR はおよそ 1.0 であった。

応答の共振成分の PSD は，|1χ( f )|2 のピークの近傍である

ため，風力の PSD ではなく，|1χ( f )|2 に近い形状となる（図

2）。この αFR と βχR に大きく差があることが 章で述べた

応答の共振成分の大小関係と風力の共振成分の大小関係

が異なる原因であることが考えられる。そこで，風力より

求められる σFR1
2 に対象建物の振動特性の影響を考慮する

ことで，風力の評価ができると考える。具体的には，αFR

（σFR1
2 / σFR2

2）が βχR に近い値となるような補正を σFR1
2 に

かけた指標1σFR
' （式(8)）を提案する。 

1σFR
'  =  √βχR

αFR
σFR1

2 + σFR2
2 (8) 

しかし，αFR は 1 f によって積分範囲が変化することか

ら，1 f に依存する値であることが予想される。βχR も 1 f に
よって積分範囲が変化することに加え，|1χ( f )|2 が 1 f と 1ξ 
f の関数であることから，1 f と 1ξ f に依存することが予

想できる。そこで，次節にて αFR および βχR の 1 f や 1ξ f に
よる変化を確認する。 
2.2 αFRの 1次固有振動数による変化 

図 3(a)，(b)に風方向および風直交方向における，αFR（式

(3)）の 1 f による変化をそれぞれ示す。横軸は，1 f を代表

幅 B と設計用風速 UH で無次元化した無次元振動数 1 f *
（式(10)）とする。1 f は 1 / 1 f（= 1Tf）が 1~10 s までの範

囲で，1Tf が 0.1 s 刻みとなるようにした。なお，αFR に風

方向を表す d，風直交方向を表す l の添え字を加える。図

3 (a)から，風方向における αFRd は 1 f *の増加に伴って増加

していき，その増加量は徐々に緩やかになっていくこと

が確認できる。以上から，αFRd は対数近似により，以下の

式で表すことができる。 
 αFRd = 3.95In(1 f *)+13.61 (9) 

ここで，1 f *は次式で表す。 

1 f * = 1 f∙B
UH

 (10) 

続いて図 3 (b)から，風直交方向における αFRl は 1 f *の
増加に伴って増加していくが，1 f *がおよそ 0.24 から，

αFRl は減少していく。これは，1 f の増加によって fb（= 1 f 
/3）が風力の PSD のピーク付近を越えるためである。よ

って，1 f * = 0.24 を境として，式(11)で風直交方向の αFRl

を与える。 

 αFRl =

{
 
 
 
 -9765.4(1 f *)3 + 4904.5(1 f *)2 - 556.01 f *+ 18.5

 ・・・1 f * ＜ 0.24
-745.0(1 f *)3  + 1260.4(1 f *)2 - 709.71 f *+ 143.4

・・・1 f * ≧ 0.24

 (11) 

2.3 βχRの 1次固有振動数および 1次減衰定数による変化 
図 4 に 1 f および 1 次減衰定数 1ξ f による βχR（式(7)）の

変化を示す。βχR はその逆数が 1~6 s, 8 s, 10 s となるよう

な 8 通りの 1 f かつ，それぞれ 0.01 から 0.1 までの 10 通

りの 1ξ f を組み合わせた計 80 通りの|1χ( f )|2 から算出し

た。図 4 に示すように，1 f による βχR の変化はほぼなかっ

た。よって，βχR への 1 f による影響はほとんどないと考え

られ，βχR を 1ξ f のみの関数として線形近似した次式を提

案する。 
βχR = 3.311ξf + 1.04 (12) 

 
3. 評価指標およびその適用範囲の検証 
3.1 評価指標検証の概要 

本章では 2 章で提案した指標（以下，提案指標）の検証

を行う。検証は風洞実験および CFD から算出した評価指

標 1σFR
' と荷重指針の 1σFR

' の大小関係と風洞実験および

CFD の風力による応答の標準偏差と荷重指針による応答

の標準偏差の大小関係を比較することで行う。算出方法

は次節で述べる。1σFR
' が風力の共振成分の応答への影響を

定量的に評価できる指標であり，風応答への影響に着目

した風力の評価指標として有用であるならば，1σFR
' と応答

の大小関係は一致する。つまり，1σFR
' が大きければ大きい

ほど，応答も大きくなる 
以下に評価指標の算出方法についてまとめる。なお，

1σFR
' （式(8)）に風方向を表す d，風直交方向を表す l の添

え字を加える。まず，対象建物の 1 次固有振動数 1 f ，1
次減衰定数 1ξ f および 1 次固有モード 1Φfi が既知であると

する。 
(1) 評価する層風力の時刻歴から 1 次固有モード 1Φfi を用

いて，1 次モードの風力の PSD を作成する。 
(2) 風方向であれば式(9)，風直交方向であれば式(11)を用

いて，αFR を算出する。 

  

 

図 2 機械的アドミッタンス 
（1f = 0.2，1ξf = 0.02） 

(a) 風方向                     (b) 風直交方向 
図 3 αの振動数による変化 

図 4 1f および 1ξ f による 
βの変化 

式(12) 
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(3) 式(12)を用いて，βχR を求める。 
(4) 作成した 1 次モードの風力の PSD（(1)）について，求

めた αFR（(2)）と βχR（(3)）を用いて式(11)から1σFR
' を算

出する。 
(5) 荷重指針を用いて PSD を算出し，同様の手順で荷重指

針の1σFR
' を算出する。 

(6) 評価対象風力の1σFR
' と荷重指針の1σFR

' を比較する。 
3.2 評価指標用の解析モデルおよび風力概要 

評価指標の検証は辺長比 B/D = 1.0，アスペクト比 H/B 
= 5.0 の超高層建物を対象とする。建物高さは H = 150 m，

200 m，300 m の 3 通り，1 次固有周期 1Tf は 3.0 s，5.0 s，
6.0 s，8.0 s の 4 通り，建物密度 ρf = 175 kg/m3 とし，質量

mi は高さ方向に一様であると想定した（図 5(a)）。上記の

建物を 10 質点せん断型モデルでモデル化した。構造減衰

を剛性比例型とし，1Tf に対して 1 次減衰定数 1ξ f = 0.02 を

用いた。i 層の剛性 kfi は建物の 1 次固有モード 1Φfi が直線

となるように次式 3)により決定した（図 5 (b)）。 

 kfi = 1ωf
2∙mi∙1Φfi + kfi+1(1Φfi+1 - 1Φfi)

1Φfi - 1Φfi-1
(i = 1～10) (13) 

ここで，1ωf は建物の 1 次固有円振動数を表す。ただし，

kf 11 = 0，1Φf 0 = 0 とする。なお，建物は弾性状態を保つも

のとする。 
 

  
(a) 質量 (b) 剛性 

図 5 解析モデルの諸元（H = 200 m，1Tf = 5.0 s） 
 
建物に作用する風力は荷重指針 4)に基づき，本報その 1

と同様の風洞実験 5)およびCFD6)により得られた層風力係

数データを対象建物における基準風速を 36 m/s として再

現期間 100 年，500 年，1000 年の 3 通りの風力へ変換を

行ったものを用いる。なお，小地形の影響，季節係数およ

び風向係数の影響は考慮していない。風洞実験および

CFD の詳細はそれぞれ文献 5)，文献 6)を参照されたい。

また，風向角は 0°とし，1 組につき 10 質点分の波形を

0.05 秒刻み 14000（700 s）ステップとして，5 組ずつ取

り出した。なお，取り出した風力の前後の 50 s に時刻歴

応答解析における過渡応答の影響を避けるためのエンベ

ロープを設けているため，中間の 600s で各応答の評価を

行う。図 6 に 10 層目風力の時刻歴波形を示す。以降，評

価指標の構築に用いた建物高さ H = 200 m，1Tf = 5.0 s，風

力の再現期間 500 年のケースを基本ケースと呼ぶ。 

 

(i) 風洞実験 (ii) CFD 
(a) 風方向 

 

(i) 風洞実験 (ii) CFD 
(b) 風直交方向 

図 6 風力の時刻歴波形（10層） 
 

3.3 評価指標の検証 
表 1 に検証ケースの一覧を示す。式(9)と式(11)は対象建

物の 1 f を代表幅 B と設計用風速 UH で無次元化した無次

元振動数 1 f *の関数となっている。そのため，H や 1Tf お

よび風力の再現期間が異なるケース（1 f *が異なるケース）

においても提案指標が有用かどうかを確認する。検証は

表 1 に示すように，基本ケースを除き，計 7 ケースで行

った。また，各ケースは 1 f *が大きい順にケース 1 からケ

ース 7 と表す。以降，検証結果を示すが，結果は代表して

基本ケースを示す。 
 

表 1 検証ケース一覧 
ケース名 1f * H [m] 1Tf [s] 風力の 

再現期間 
基本ケース 0.138 200 5.0 500 
ケース 1 0.230 200 3.0 500 
ケース 2 0.191 300 5.0 500 
ケース 3 0.154 200 5.0 100 
ケース 4 0.132 200 5.0 1000 
ケース 5 0.115 200 6.0 500 
ケース 6 0.110 150 5.0 500 
ケース 7 0.086 200 8.0 500 

 
表 2 に基本ケースにおける風洞実験，CFD の風力およ

び荷重指針の PSD における1σFR
' を，図 7 に基本ケースで

の風方向および風直交方向の応答（変位，速度，加速度）

の標準偏差（σD，σV，σA）の高さ方向分布をそれぞれ示す。

風力および応答は 5 波のアンサンブル平均で評価する。

図には荷重指針による応答の標準偏差を併記する。表 2 に

示した風方向風力の1σFR
' と図 7(a)の(ii)および(iii)の σVおよ

び σA は同様の大小関係である。風直交方向でも風方向と

同様，表 2 の風直交方向風力の1σFR
' と図 7(b)に示す σD，

σV，σA の大小関係が一致した。風方向，風直交方向どちら

― 471―
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においても，指標と応答の関係が同様であったため，基本

ケースでは本評価指標の有用性が確認できる。 
 

表 2 風力の1σFR
'  

 風方向1σFRd
'  風直交方向1σFRl

'  
風洞実験 39.7 86.6 

CFD 33.8 71.1 
荷重指針 21.6 70.4 
＊青字は荷重指針の値より大きい値，赤字は荷重指針の

値より小さい場合を表す 
 

 
3.4 評価指標の適用範囲 

表 3 に各ケースの検証結果の一覧を示す。1σFR
' と応答の

大小関係が一致した場合は OK，一致しない場合は NG と

表記する。表 3 に示す通り，風方向において，本指標は異

なる建物高さ，建物周期，風力の再現期間でも有用である

ことを確認した。続いて風直交方向においては， 1 f *が 0.1
以上で有用であることを確認した。これは，正方形平面（B 
= D）での荷重指針における構造骨組用風直交方向荷重の

適用範囲（UH /1 f B≦10）4)と同様であるため，風直交方向

での本指標の適用範囲は，建物の条件が荷重指針の適用

範囲内であることだと言える。 
 

4. 結論 
風応答では１次モードが支配的になることに着目した，

1 次モード風力のパワースペクトル密度（PSD）の面積比

に基づく風力の共振成分の評価指標を提案した。以下に

まとめを示す。 
 対象建物の１次固有振動数を境とした低振動数側と高

振動数側の PSD の面積（分散）の比を利用した風力の

共振成分の評価によって，風方向速度および加速度と風

直交方向変位，速度および加速度への影響に着目した風

力評価が可能であり，分散の比をモデル化した式を用い

た評価指標を提案した。 
 提案した評価指標は固有周期や建物幅さらには風速が

異なる場合においても適用できることを確認した。ただ

し，風直交方向における提案指標の適用範囲は，荷重指

針と同じく対象建物の 1 次固有振動数の無次元振動数

が 0.1 以上である。 
 

表 3 検証結果一覧 
ケース名 1f * 風方向 風直交方向 
基本ケース 0.138 OK OK 
ケース 1 0.230 OK OK 
ケース 2 0.191 OK OK 
ケース 3 0.154 OK OK 
ケース 4 0.132 OK OK 
ケース 5 0.115 OK OK 
ケース 6 0.110 OK OK 
ケース 7 0.086 OK NG 
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(i) 変位 (ii) 速度 (iii) 加速度 
(a) 風方向 

 

(i) 変位 (ii) 速度 (iii) 加速度 
(b) 風直交方向 

図 7 応答の標準偏差 
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